
平成28年度情報公開

学校法人 京都西山学園

京都西山短期大学

1.教育研究上の基礎的な情報

(1)学科・専攻の名称及び教育研究上の目的

仏教学科

◆仏教学専攻

それぞれ特色を持った3つのコースを有する仏教学専攻。仏教コースは、仏教への理解

を深めるとともに仏教を通じて将来社会に貢献できる人材の育成を目指しています。また、

西山各派の教師資格を取得することも可能です。ライフクリエイトコースは、自分の将来を描

き、そのために必要な具体的知識・技術を身に付け、自分らしい生き方を実現していくことを目的に各種

資格取得を目指しています。国際経営コースは、外国人留学生を対象に日本語教育に加

え、日本文化や経営学・経済学の基礎を学び、将来広く国際社会で活躍できる基礎力の習

得を目指しています。

＜仏教コース＞

～仏教学、浄土学、西山教義など幅広く仏教を学ぶ。～

仏教学をはじめ、浄土学、中でも西山教義を学べるコースです。浄土宗の開祖である法然上人と、

西山上人の教えに焦点をあてるとともに、彼らに影響を与えた中国の浄土教各祖師たちの

教学についても、著作の講読を通じて教義への理解を深めると共に、思いやりの心を育みま

す。

～西山各派の宗門教師資格が取得できる。～

西山浄土宗・浄土宗西山深草派・浄土宗西山禅林寺派の宗門教師資格が取得可能で

す。法式や布教などの実践的な授業を通して、僧侶として必要な技術や心構えを身につけ

ていきます。

＜ライフクリエイトコース＞

2010年にスタートした本コースは、大学で将来の夢をみつけたい人におすすめのコース

です。将来どんな道に進んでも役立つ、コミュニケーション能力やマナーといった、本学の

建学の精神である仏教精神に基づいた「おもいやりの心」を育むことを基本として、秘書技

能検定 2級・ 3級、サービス接遇検定 2級・ 3級、日商簿記検定 2級・ 3級、マイクロソフトオフィスス
ペシャリスト（Word ・ Excel ）、医科医療事務検定 2級・ 3級、調剤事務検定、ビジネス会計検定 3級
などの資格取得を目指しています。

＜国際経営（教育）コース＞

外国人留学生に特化した本コースでは、レベル別にクラス分けした徹底した日本語教育

を中心とするとともに、京都に位置する地の利を活かした日本文化に関する専門科目をは

じめ、異文化コミュニケーション、国際経済など国際社会で活躍するための基礎力を身に

つけることを目指すコースです。
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◆仏教保育専攻

＜保育幼児教育コース＞

保育士養成を目的に2006年にスタートし、１０年目を迎えています。2009年からは保育

士に加え、幼稚園２種免許が付与できる教育課程となり、将来の進路の幅がさらに広がり

ました。

（２）専任教員数

学 科 専 攻 教 授 准教授 講 師 小 計 合 計

仏教学科 仏教学 3 0 4 7 14名
仏教保育 2 1 4 7

（３）校地・校舎等の施設その他の学生の教育研究環境

キャンパス紹介 | 京都西山短期大学

キャンパスまでのアクセス 本学までのアクセス

（４）授業料、入学料その他の大学が徴収する費用

仏教学専攻 仏教保育専攻

入学金 200,000円 入学金 200,000円

授業料 760,000円 （年額） 授業料 760,000円 （年額）

施設設備費 200,000円 （年額） 施設設備費 300,000円 （年額）

学友会費 5,000円 （年額） 学友会費 5,000円 （年額）

保護者会費 10,000円 （年額） 保護者会費 10,000円 （年額）

初年度合計 1,175,000円 初年度合計 1,275,000円

但し、下記の通り分納することができます。 但し、下記の通り分納することができます。

入学金 200,000円 入学金 200,000円

授業料 380,000円 （春学期） 授業料 380,000円 （春学期）

施設設備費 100,000円 （春学期） 施設設備費 150,000円 （春学期）

学友会費 5,000円 （年額） 学友会費 5,000円 （年額）

保護者会費 10,000円 （年額） 保護者会費 10,000円 （年額）

初年度春合計 695,000円 初年度春合計 745,000円
（秋学期分480,000円は10月に分納していただきます。） （秋学期分530,000円は10月に分納していただきます。）

※上記以外に実習費が別途必要になります。

※仏教保育専攻の場合は、保育・教育実習等にかかわる費用が別途必要となります。

※社会人入試での入学の場合は授業料減免の制度があります。詳しくは入試課までお問い合わせください。

※外国人留学生につきましては、授業料減免の制度があります。詳しくは国際交流センターまでお問い合わせ下さい。

http://www.seizan.ac.jp/outline/campus
http://www.seizan.ac.jp/access/


3

２.修学上の情報

（１）入学者に関する受入方針

仏教学専攻 ○西山浄土宗教師（僧侶）を目指す人

○広く仏教を学びたい人

○福祉の仕事に就いてみたい人

○医療事務などの資格を身につけたい人

○日本文化、経営学・経済学を学びたい外国人留学生

仏教保育専攻 ○子どもに対する十分な愛情を持っている人。

○保育士資格を取りたい人、保育士になりたい人

○幼稚園教諭2種免許状を取りたい人

（２） 教員組織等の状況

専任教員の学位、業績

教員紹介 | 京都西山短期大学

専任教員数（職種・年齢・性別）

～29 30～39 40～49 50～59 60～69 70代以上 計

男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 計

教 授 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 2 3 0 3 0 0 0 5
准教授 0 0 0 0 0 0 0 １ 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 １

講 師 0 0 0 1 1 2 2 3 5 0 1 1 0 0 0 0 0 0 ８

計 0 0 0 1 1 2 2 4 6 2 1 3 3 0 3 0 0 0 14

専任教員と非常勤教員の比率

専任教員 非常勤 占有率（％）

教授 准教授 講師 計 講師 専 任 非常勤

仏教学科 5 １ ８ １４ ３９ ２６．４ ７３．６

教員一人当たりの学生数及び収容定員充足率

専任教員 教員一人当たり 収容定員

教授 准教授 講師 計 学生 の学生数 充足率

仏教学科 5 １ ８ １４ 151 １０．８ ７５．５％

http://www.seizan.ac.jp/course/teachers/
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（３）入学者数、収容人数、在学者数、卒業、（修了）者数、進学者数、就職者数

入学者数 収容定員 在学者数 卒業者数 進学者数 就職希望者数 就職者数

(平成 28年度） (平成 28年度） （平成 27年度） (平成27年度） (平成27年度） (平成27年度）

仏教学専攻 41 100 89 31 9 18 9

仏教保育専攻 29 100 62 26 0 24 21

計 70 200 151 57 9 42 30

過去３年間の入学者数推移

仏教学科 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度
仏教学専攻 ５７ ５２ ４１

仏教保育専攻 ２５ ３４ ２９

計 ８２ ８６ ７０

内 社会人学生 ４ ９ １

内 留学生 ４３ ３２ ３３

平成 27年度退学・除籍者数、中退率及び留年者数

退学・除籍 中退率 留年者

１５ ８．８％ ０

（４）学修の成果に係る評価

成績評価は、各科目に定められている単位数に相当する学修成果の有無やその内容を評価するために行われ

ます。100点満点法で評価され、60点以上の評価が得られた場合にのみ所定の単位が認定されます。

（ｱ）成績評価の方法

成績評価は、次の4種類の方法を基本として、これらの中、1つまたは2つ以上を合わせた評価がなされます。基

本的に各科目の成績評価の方法は、その科目の授業担当者に委ねられています。なお、評価方法等、具体的内

容についてはシラバスに明示されています。

１．筆記試験による評価

２．レポート試験による評価

３．実技試験による評価

４．授業での取組状況や平常テストなど上記試験による評価とは別に、授業担当者が独自に設定する方法によ

る評価

（ｲ）成績評価の基準

成績評価は、100点を満点とし60点以上を合格、それに満たない場合は不合格とします。

一度合格点を得た科目（＝既得科目）を再度履修し改めて成績評価を受けることはできません。

履修登録した科目の試験を受験しなかった場合、その試験の評価はＫ表記となります。ただし、このような場合でも、

授業担当者が定めた評価方法により試験の評価以外により評価される場合があります。
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段階評価と評点の関係は、次のとおりとします。

優（100～80点）、良（79～70点）、可（69～60点）、不可（59点以下）

学業成績証明書は、すべて段階評価で表示し、不合格科目は表示しません。

学業成績表は、春学期（前期）分を８月下旬、秋学期（後期）分を２月下旬に配付します。

（ウ）必修・選択科目別取得必要単位数及び取得可能学位

仏教学科仏教学専攻、仏教保育専攻とも専門基礎科目６単位（必修）、専門教育科目（選択）より１４単位

以上及び基礎科目（選択）より１０単位以上を含み、総計６２単位以上を２か年にわたって取得した者は、短

期大学士を得ることが出来ます。

なお、保育士資格を得ようとする者は、児童福祉法施行規則第６条の２第１項の「指定保育士養成施設指

定基準」に定める所定の単位の修得が、また、幼稚園教諭二種免許を得ようとする者は、学校教育法第６９

条の２第７項に定める短期大学士の称号を有し、「教育職員免許法施行規則第６６条の６に定める科目」「教

科に関する科目」「教職に関する科目」に定める所定の単位を修得しなければなりません。

（５）学生の修学、進路選択及び心身の健康等に関する支援

就職支援

学生支援センターが中心となり、教学部、各専攻との緊密な連携を通じて、学生支援活動を展開しています。生

き方の哲学体系でもある［仏教］を建学の精神とする本学では、「働く意義は何か？」という根源的な問いに照らし、

学生それぞれの動機付けを明確化させ、学生のキャリア形成を支援しています。

本学における教育活動と一体のものとして、入学から卒業に至るまで、様々な形での学生支援を位置づけ、進

路調査アンケート、全学生の面談、就職ガイダンス、就職マナー講座、先輩留学生を招いての留学生就職ガイダン

ス等を実施し、２回生時においては、総合演習という演習形式の授業の中で就職指導等を行っています。

近年の就職実績 最近の就職先

進学支援

本学では、短期大学の課程に続き、学生の資質を伸長し、進路開拓の可能性をもたせるため、大学進学を積極

的に推進しています。学生個別のガイダンスを通じて、指定校推薦の出願方法や、受験対策を行っています。

外国人留学生に対しては、日本語文章指導などの学習支援を充実させる一方で、全学生に対して情報処理実習

や学生相談室、図書館で実施している学生サポート活動を協同して行うことが必要との観点にたつと共に、ゼミ担

当教員とも協同しながら、学生一人ひとりに応じた学生指導を行っています。

近年の編入実績 最近の編入先

キャリア形成支援

基本的にキャリア形成支援は、正課授業の中で行われる専門知識をもった職業人養成という点にとどまらず、学

生支援センターや学生相談室におけるカウンセリングなど、対話を通じた自己を振り返り・就活プランの立案・就職

活動など、学生生活全体に関わるものであると考えています。

また、学生の自己肯定感を高め、コミュニケーション能力を高めるため、教職員が一体となり学生のキャリア形成

http://www.seizan.ac.jp/career/data
http://www.seizan.ac.jp/career/
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に取り組むが必要があるとも考えています。

短期大学では学生への教育とともに、学生生活に対する幅広い支援が求められています。

「学生支援は、学生の本務である学習の活性化を促すと同時に、個性豊かな人間性を涵養する上で不可欠なも

のであり、入学前から卒業にいたる全てのプロセスにおいて適切な措置が講じられなければならない。」このような

観点から、学習支援センターを中心に (1)学生のキャリア形成支援、(2)生活・学習両面にわたる支援、(3)大学編

入に焦点をあてた日本語教育（4）進学・就職にかかわる情報提供と面接を通じたガイダンス等に取り組んでいます。

学生相談

学生相談室を中心に、専任教員が担当するゼミと学生相談室が連携し学生の相談に応じることにしています。

中でも問題を抱えている学生については、相談室の臨床心理士が相談業務を実施しています。

（６）講義内容

平成２８年度 開講科目とその内容

平成２8年度シラバス

http://seizan.ac.jp/course/syllabus/
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３.学校法人京都西山学園 財務情報

財 産 目 録

Ⅰ資産総額 ４，６３３，０２３，１６５ 円

内 基本財産 ３，９１２，３５３，９１８ 円

運用財産 ７２０，６６９，２４７ 円

Ⅱ負債総額 ４９３，７３６，３７１ 円

Ⅲ正味財産 ４，１３９，２８６，７９４ 円

区 分 金 額

資産額

１基本財産

土地 40,641 ㎡ 1,496,796,285 円

建物 22,728 ㎡ 2,079,666,690 円

図書 77,706 冊 212,734,152 円

教具・校具・備品 38,751,968 円

その他 294,337,665 円

２運用財産

現金預金 371,076,355 円

その他 139,660,050 円

資 産 総 額 4,633,023,165 円

負債額

１固定負債

長期借入金 143,924,000 円

その他 48,487,285 円

２流動負債

短期借入金 34,996,000 円

その他 266,329,086 円

負 債 総 額 493,736,371 円

正味財産（資産総額－負債総額） 4,139,286,794 円
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貸 借 対 照 表
平成２８年３月３１日

（単位 円）

資産の部

科 目 本年度末 前年度末 増 減

固定資産 4,122,286,760 4,017,760,593 104,526,167

有形固定資産 3,912,353,918 4,008,295,751 △95,941,833

土地 1,496,796,285 1,496,796,285 0

建物 2,079,666,690 2,162,587,152 △82,920,462

その他の有形固定資産 335,890,943 348,912,314 △13,021,371

特定資産 208,910,000 8,442,000 200,468,000

その他の固定資産 1,022,842 1,022,842 0

流動資産 510,736,405 471,346,369 39,390,036

現金預金 371,076,355 384,343,536 △13,267,181

その他の流動資産 139,660,050 87,002,833 52,657,217

資産の部合計 4,633,023,165 4,489,106,962 143,916,203

負債の部

科 目 本年度末 前年度末 増 減

固定負債 192,411,285 231,473,560 △39,062,275

長期借入金 143,924,000 178,920,000 △34,996,000

その他の固定負債 48487285 52,553,560 △4,066,275

流動負債 301,325,086 264,531,684 36,793,402

短期借入金 34,996,000 38,996,000 △4,000,000

その他の流動負債 266,329,086 225,535,684 40,793,402

負債の部合計 493,736,371 496,005,244 △2,268,873

基本金の部

科 目 本年度末 前年度末 増 減

第１号基本金 6,789,906,233 6,741,475,866 48,430,367

第２号基本金 200,000,000 0 200,000,000

第３号基本金

第４号基本金 107,000,000 107,000,000 0

基本金の部合計 6,848,475,866 73,628,488

繰越収支差額の部

科 目 本年度末 前年度末 増 減

年度消費支出準備金

翌年度繰越消費支出超過額 △2,957,619,439 △2,855,374,148 △102,245,291

繰越収支差額の部合計 △2,957,619,439 △2,855,374,148 △102,245,291

科 目 本年度末 前年度末 増 減

負債の部、基本金の部及び消費収支差 4,633,023,165 4,489,106,962 143,916,203
額の部合計
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資金収支計算書
平成27年 4月 1日から

平成28年 3月31日まで

（単位 円）

収入の部

科 目 予 算 決 算 差 異

学生生徒納付金収入 976,840,000 973,505,750 3,334,250

手数料収入 14,191,000 14,201,300 △10,300

寄付金収入 9,760,000 10,315,600 △555,600

補助金収入 691,357,000 695,953,975 △4,596,975

国庫補助金収入 66,322,000 66,322,000 0

地方公共団体補助金収入 625,035,000 629,631,975 △4,596,975

その他補助金収入 0

資産売却収入 0 0 0

事業収入 31,360,000 31,741,079 △381,079

受取利息・配当金収入 55,000 50,418 4,582

雑収入 88,769,000 90,320,085 △1,551,085

借入金等収入 30,000,000 30,000,000 0

前受金収入 126,990,000 142,194,922 △15,204,922

その他の収入 75,817,386 70,768,475 5,048,911

資金収入調整勘定 △271,209,000 △270,999,758 △209,242

前年度繰越支払資金 384,344,511 384,343,536

収入の部合計 2,158,274,897 2,172,395,382 △14,120,485

支出の部

科 目 予 算 決 算 差 異

人件費支出 973,252,000 939,567,736 33,684,264

教育研究経費支出 558,580,000 526,445,303 32,134,697

管理経費支出 98,097,000 80,795,785 17,301,215

借入金等利息支出 3,650,000 3,542,910 107,090

借入金等返済支出 68,996,000 68,996,000 0

施設関係支出 13,410,000 10,623,585 2,786,415

設備関係支出 15,070,000 9,157,186 5,912,814

その他の支出 32,272,119 41,233,507 8,961,388

資金支出調整勘定 △86,940,000 △79,510,985 △7,429,015

翌年度繰越支払資金 281,287,778 371,076,355 △89,788,577

支出の部合計 2,158,274,897 2,172,395,382 △14,120,485
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事業活動収支計算書
平成27年 4月 1日から

平成28年 3月31日まで

（単位 円）

教 育 活 動 収 支

事業活動収入の部

科 目 予 算 決 算 差 異

学生生徒納付金 976,840,000 973,505,750 3,334,250

手数料 14,191,000 14,201,300 △10,300

寄付金 9,76,000 10,315,600 △555,600

補助金 691,357,000 695,743,975 △4,386,975

国庫補助金 66,322,000 66,322,000 0

地方公共団体補助金 625,035,000 629,421,975 △4,386,975

その他補助金 0 0

付随事業収入 31,360,000 31,741,079 △381,079

雑収入 88,769,0000 90,103,298 △1,334,298

教育活動収入計 1,812,277,000 1,815,611,002 △3,334,002

事業活動支出の部

人件費 975,193,000 941,501,581 33,691,419

教育研究経費 679,393,000 638,321,571 41,071,429

管理経費 106,619,000 88,826,661 17,792,339

徴収不能額等 0 2,154,759 △2,154,759

教育活動支出計 1,761,205,000 1,670,804,572 90,400,428

教 育 活 動 外 収 支

事業活動収入の部

科 目 予 算 決 算 差 異

受取利息・配当金 55,000 50,418 4,582

その他の教育活動外収入 0 0 0

教育活動外収入計 55,000 50,418 4,582

事業活動支出の部

借入金等利息 3,650,000 3,542,910 107,090

その他の教育活動外支出 0 0 0

教育活動外支出計 3,650,000 3,542,910 107,090

特 別 収 支

事業活動収入の部

資産売却差額 0 0 0

その他の特別収入 253,000 5,287,900 △5,034,900

特別収入計 253,000 5,287,900 △5,034,900

事業活動支出の部

資産処分差額 0 29,320 △29,320

その他の特別支出 390,000 387,442 2,558

特別支出計 390,000 416,762 △26,762

基本金組入前当年度収支差額 47,340,000 146,185,076 △98,845,076

基本金組入額合計 △250,400,000 △248,430,367 △1,969,633

当年度収支差額 △203,060,000 △102,245,291 △100,814,709

前年度繰越収支差額 △2,855,373,955 △2,855,374,148 193
翌年度繰越収支差額 △3,058,433,955 △2,957,619,439 △100,814,516
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京都西山短期大学平成27年度事業報告

平成 27年度事業は次の事業計画と重点項目に基づき行った。
A ．運営改善計画への取り組み
B ．教学、指導改善計画への取り組み
C ．留学生の受け入れと教育指導対応
D ．学内教育施設、環境整備への取り組み

A 運営改善計画への取り組み

短大運営については、文部科学省の大学ガバナンス論を受け、平成 27年度より教授
会の審議事項は教育研究事項とし、新たに組織、財政、施設等、運営事項については、

経営協議会で審議することとした。

本学は次年度（平成 29年度）秋に第二期の第三者認証評価を受けることとしており、
平成 27年度は認証評価対応の為の具体的な教学に関する改善項目の策定を行った。
平成 28 年度はこれらの内、統計すべきものは資料をまとめ、平成 29 年度の報告書作成につなげた

い。

又、定員確保という課題については、入試施策として現コースの見直しを行うと共に

新たなコース検討の会をすすめており、平成 29 年度入試に対応したく平成 28 年度前期内に方策をまと
めたい。

B 教学、指導改善への取り組み

カリキュラムの検討を承けて新規に開設した国際経営コースでは、「経営学入門Ⅰ・Ⅱ」

「簿記入門」「簿記基礎」など経済、経営関係授業科目を開講したが、更なるコース充実の

必要性が論議され、来年度新設 4科目の開講が教授会で承認された。
FD 委員会では「基礎ゼミナール」の授業内容シラバスの検討を行い、学ぶ学生の資質として問われてい

る「主体性」、「基礎学力」、「修学意欲」、「マナー」等の初年度基礎教養教育の重要性を鑑み、これらの課題

を反映する「基礎ゼミナール」を平成 28年度より開講することとした。

C 留学生の受け入れと教育指導対応

平成 27 年度は国際教育コースの２回生 38 名及び 26 年秋入学１名、国際経営コースの新入生 30 名と
２コース併設での留学生教育を実施した。両コース共通科目もあり、大きな混乱もなく 28 年度国際経営コー
スに統一する予定である。別科(日本語専修)は、春学期 34名、秋学期 30名の計 64名であった。
本科では今年度もカリキュラムの見直しを図り、次年度へ向けさらに国際経営コースの充実を検討した。


